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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年３月 19 日開催の取締役会において、2026 年７月１日を効力発生日として、当社の完全

子会社である株式会社ユニ・トランド（以下、ユニ・トランド）を吸収合併（以下、本合併）することを

決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開

示しています。 

 

記 

 

１．本合併の目的  

ユニリタグループは、2027 年 3 月期を最終年度とする中期経営計画「Re.Connect2026」において、

すべてのステークホルダーとの「つながり」を再定義し、より良い形で結び直すための取り組みを加速

させるとともに、パーパスである「利他で紡ぐ経済をつくる」の実現に邁進しております。 

今般、パーパスを具現化する一環として、ユニ・トランドを吸収合併することといたしました。同社

が地方公共交通の課題解決において培ってきた共創モデルに、当社の人的資本をはじめとするグルー

プリソースを機動的に投入することで、さらなる成長の加速を図ってまいります。 

 

２．本合併の要旨 

（１）本合併の日程 

合 併 契 約 承 認 取 締 役 会 2026 年３月 19 日 

合 併 契 約 締 結 2026 年３月 19 日 

合 併 期 日 （ 効 力 発 生 日 ） 2026 年７月１日（予定） 

※本合併は、当社においては会社法第 796条第２項に基づく簡易合併、ユニ・トランドにおいては同法第 784条第１項に基づく

略式合併であるため、それぞれ合併契約の承認に関する株主総会を経ずに行います。 

（２）本合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、ユニ・トランドは解散いたします。 

（３）本合併に係る割当ての内容 

合併による新株式の発行および合併交付金の支払いはありません。 

（４）本合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

当該事項はありません。 

 

 

 



 

 

３．本合併の当事会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ユニリタ 株式会社ユニ・トランド 

（２） 所 在 地 東京都港区港南二丁目 15 番１号 東京都港区港南二丁目 15 番１号 

（３） 代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 

代表取締役 社長執行役員 

北野 裕行 

代表取締役社長 

高野 元 

（４） 事 業 内 容 企業向けデータ活用とシステム運

用に関する製品・サービス開発と

販売、周辺システム開発、 コンサ

ルテーション事業 

移動体向け IoT 型ソリューション

事業 

（５） 資 本 金 1,330 百万円 80 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1982 年５月 24 日 2016 年５月 11 日 

（７） 発 行 済 株 式 総 数 普通株式 8,000,000 株 普通株式 1,600 株 

（８） 大 株 主 

及 び 持 株 比 率 

ユニリタ社員持株会 6.70％ 

光通信 KK 投資事業有限責任組合

株式会社 6.42％ 

株式会社ビジネスコンサルタント 

5.78％ 

株式会社リンクレア 5.58％ 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4.92％ 

株式会社ユニリタ 100％ 

（９） 直前事業年度の経営成績および財政状態 

 決 算 期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

 純 資 産 11,971 百万円 △735 百万円 

 総 資 産 15,366 百万円 220 百万円 

 １株当たり純資産 1,577 円 93 銭 △62,046 円 83 銭 

 売 上 高 11,687 百万円 259 百万円 

 営 業 利 益 840 百万円 △86 百万円 

 経 常 利 益 1,001 百万円 △99 百万円 

 親会社株主に帰属 

す る 当 期 純 利 益 
716 百万円 △99 百万円 

 １ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
94 円 57 銭 △459,570 円 81 銭 

４．合併後の当社の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、当社連結業績への影響は軽微です。 

 以 上 


